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茨城県内
3日	 	茨城労働局によれば、2026年３月卒業予定の県

内高校生の就職内定率（26年1月末現在）は
89.8％と、前年同月に比べ▲3.6ポイントの低下。
求人数は11,568人（同▲2.2％減少）、求職者数は
4,362人（同＋9.4％増加）

13日	 	茨城県は、2021年３月に策定した「鹿島臨海工
業地帯の競争力強化に向けた将来ビジョン」を
改訂。カーボンニュートラルへの対応やDX・ス
マート化の推進等、現在のコンビナートを取り
巻く状況に対応した施策内容へ見直し

18日	 	国土交通省「令和8年地価公示」（2026年1月1日時
点）によれば、茨城県の地価上昇率は全用途で前
年比＋1.0％と、4年連続の上昇。用途別では、住
宅地同＋1.0％、商業地同＋1.0％、工業地同＋2.2％
（全国は、全用途同＋2.8％、住宅地同＋2.1％、商
業地同＋4.3％、工業地同＋4.9％）

19日	 	茨城県は、2026年10月25日から民間航空機にお
ける茨城空港の運用時間を拡大（7：00～23：00
（16.0時間））すると発表。より幅広い時間帯を活
用し、利用者の更なる利便性向上を図る

26日	 	茨城県によれば、2025年12月～2026年2月の救
急搬送における選定療養費の徴収状況は、徴収
率2.6％（救急搬送件数22,502件のうち587件）

27日	 	茨城県は、TOHOマーケティング株式会社と連携
協定を締結。同社が宣伝を行う映像コンテンツ
等の活用による本県の魅力発信・PRや誘客促進
などを図る

27日	 	茨城県は、県政運営の基本方針「第３次茨城県
総合計画～『新しい茨城』への挑戦～」を決定。
基本理念である「活力があり、県民が日本一幸
せな県」実現のため、他地域にはない特長をつ
くるための「差別化」、将来の発展を見据えた「イ
ンフラへの投資」、国籍や性別、年齢、障害の有
無などに関わらず「多様な人財が活躍できる社
会の実現」の３つの取組を重点的に推進

30日	 	茨城県は、ハザードマップ作成の基礎資料とな
る「高潮浸水想定区域図」について、新たに県
内2海岸分を公表。想定し得る最大規模の高潮に
より浸水が想定される区域、浸水の深さ、浸水
が継続する時間を表示

国内・国外
3日	 	財務省「法人企業統計調査」によれば、2025年

10～12月期の全産業（除く金融、保険業）売上
高は前年同期に比べ＋0.7％の増加、経常利益は
同＋4.7％の増加、設備投資は同＋6.5％の増加

5日	 	財務省によれば、2026年度国民負担率（租税負
担と社会保障負担の対国民所得比）見通しは
45.7％と、前年に比べ▲0.4ポイント低下

16日	 	政府は、16日から当面1か月間、民間石油備蓄義
務量の引き下げを開始（70日分→55日分）。26日
から国家備蓄石油の放出も決定（1か月分）。イ
ランを巡る地域情勢の悪化により原油タンカー
がホルムズ海峡を通れない状況で、石油製品の
供給に支障が生じないよう石油備蓄を活用

17日	 	厚生労働省・文部科学省によれば、2026年3月卒
業予定大学生の就職内定率（2月1日現在）は
92.0%と、前年同期に比べ▲0.6ポイントの低下

18日	 	日本銀行「資金循環統計」（速報）によれば、家
計保有の金融資産残高（2025年12月末）は2,351
兆円と、前年同期に比べ＋5.3％の増加

18日	 	米連邦公開市場委員会（FOMC）は、フェデラル
ファンド（FF）金利の誘導目標を2会合連続で3.50
～3.75％に据置くことを決定

19日	 	日本銀行は、無担保コールレート（オーバーナ
イト物）を0.75%程度で推移するよう促す現状の
金融政策を維持することを2会合連続で決定

19日	 	欧州中央銀行（ECB）理事会は、中央銀行預金金
利を6会合連続で2.0%に据え置くことを決定

27日	 	日本労働組合総連合会によれば、2026年春季労
使交渉の回答額（24日17時時点）は、平均賃金
方式（加重平均）で17,137円（前年同期比▲349
円）、賃上げ率5.12％（同▲0.28ポイント）

27日	 	内閣府は、3月の月例経済報告で、わが国の景気
は、「緩やかに回復しているが、中東情勢の影響
を注視する必要がある」と判断を据置き

31日	 	出入国在留管理庁によれば、2025年末の在留外
国人数は、412万5,395人と、前年に比べ＋9.5％
増加し、過去最高を更新

31日	 	国家サイバー統括室は「サプライチェーン強化
に向けたセキュリティ対策評価制度に関する制
度構築方針」を公表。2026年度末頃の制度開始
を予定しており、サプライチェーン全体でのセ
キュリティ対策水準の向上を図る

経済トピックス　2026年 3月 経済情報ピックアップ
「地価公示」（2026年1月1日時点）の結果について

経済情報ピックアップ

圏域別・北関東3県の地価平均変動率（用途別）

注：地方 4 市は、札幌市、仙台市、広島市、福岡市。
出所：国土交通省「令和 8 年地価公示」より当社作成

国土交通省は3 月17 日、一般の土地取引や公共事業用地
を取得する際の価格の目安となる「地価公示」（2026 年1
月1 日時点）の結果を公表しました。以下では、その主なポ
イントを説明します。

地価上昇率の全国平均は、全用途で前年比＋2.8％と、5
年連続で上昇しました。前年（同＋2.7％）から上昇率が拡
大し、地価が下落に転じた1992 年以降で最高となってい
ま す。用 途 別 の 上 昇 率 で は、住 宅 地（ 同 ＋2.1 ％ → 同 ＋
2.1％）は前年から横ばいだったものの、商業地（同＋3.9％
→同＋4.3％）と工業地（同＋4.8％→同＋4.9％）が前年から
拡大しています。

住宅地では、東京圏・大阪圏でマンション需要が堅調で
あることに加え、交通利便性・生活利便性に優れた地域を
中心に地価の上昇が続いています。また、リゾート地・観
光地では、別荘・コンドミニアムや移住者、従業員向け住
宅の旺盛な需要を背景に高い地価上昇が継続しています。

商業地では、主要都市での店舗・ホテル需要が堅調に推
移しており、オフィスについても空室率低下や賃料上昇
による収益性の向上などから、地価の上昇が続いていま
す。特に、ビジネス・観光の両面で好調な東京や大阪など
が上昇をけん引しています。また、外国人を含む観光客が
増加した地域でも高い上昇率となっています。

工業地では、eコマース市場の拡大に伴う大型物流施設
用地への需要を背景に、高速道路へのアクセスが良好で
労働力も確保しやすい地域や、半導体メーカーの工場が
進出している地域で高い上昇率となっています。

茨城県は、全用途で前年比＋1.0％と、4 年連続で地価が
上昇しています。また、住宅地、商業地、工業地でいずれも
上昇率が拡大しています。つくばエクスプレス（TX）沿線
の都心へのアクセスが良好な住宅地で地価上昇が顕著
で、上昇率上位10 地点はすべてTX沿線が占めています。守
谷市は、住宅地で同＋10.4％、商業地で同＋10.7％といず
れも県内トップの上昇率となっています。高まる土地取
得需要に対して土地供給が限られており需給がひっ迫し
ていることが要因です。

また、JR常磐線沿線地域に位置する阿見町や龍ケ崎市、
牛久市でも地価上昇率が上位となっています。県南地域
を中心に上昇傾向が継続するとともに、その他の地域で
も変動率の好転や下落幅の縮小もあり、県全体では上昇
幅が拡大しました。

県庁所在地である水戸市では、地価の上昇地点数が31
地点と、前年（17 地点）から大きく増加しています。住宅地

（同▲0.1％→同0.0％）はJR常磐線の駅や県庁周辺の生活
利便性の良さから地価上昇地点が増加し地価の下落が止
まりました。また、商業地（同＋0.6％→同＋0.9％）は市内
中心部の再開発を背景に地価の上昇がみられます。

ここ数年は全国で地価の上昇が続いていますが、建築
資材の高騰や人件費の増加、人手不足の深刻化などを要
因に、建設費が高騰し不動産価格が高まっていることで
取得需要が弱まる恐れがあります。また、地価上昇が都市
と地方の地域差をさらに拡大する一面もみられます。

（筑波総研　上席研究員　山田　浩司）
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前年比、％

地域
全用途 住宅地 商業地 工業地

2025年 2026年 2025年 2026年 2025年 2026年 2025年 2026年
全国 2.7 2.8 2.1 2.1 3.9 4.3 4.8 4.9
　三大都市圏 4.3 4.6 3.3 3.5 7.1 7.8 6.5 6.7
　　東京圏 5.2 5.7 4.2 4.5 8.2 9.3 7.1 6.8
　　大阪圏 3.3 3.8 2.1 2.5 6.7 7.3 7.3 8.1
　　名古屋圏 2.8 2.3 2.3 1.9 3.8 3.3 3.9 3.7
　地方圏 1.3 1.2 1.0 0.9 1.6 1.6 3.2 3.1
　　地方 4 市 5.8 4.5 4.9 3.5 7.4 6.4 9.3 8.0
　　その他地方 0.8 0.8 0.6 0.6 0.9 1.1 2.7 2.7
　　　茨城県 0.8 1.0 0.7 1.0 0.8 1.0 2.1 2.2
　　　栃木県 ▲ 0.1 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.2 0.0 0.2 3.3 3.6
　　　群馬県 ▲ 0.1 0.1 ▲ 0.3 0.0 0.0 0.3 2.3 2.9


